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第5章 考察および研究の要約

1同 令林内における径級別林木の材積,

重量および熱量

2年 令の異なる同令林分における林木の

材積,重 量および熱量

3林 分の材積,重 量および熱量

4総 括的考察
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は し が き

近年わが国における木材の需要量は著 しく増大 し,そ の需要構造 も急激に変 りつ つ あ

る.戦 前の林木資源は,用 材よりもむ しろ薪炭材 として多 く利用せ られていたが,戦 後の

飛躍的な経済成長にともなって林産物の需要構造は年 とともに変化 し,大 勢 としては薪炭

材の需要が漸減 して用材需要が激増するにいたった.し かも従来の用材需要は,主 として

土木建築,そ の他のいわゆる構造用材に向けられていたが,木 材を原料とする第二次産業

の発展によって,用 材需要量中に占める工業原料材の割合は年々増加の一途をたどってい

る.こ の傾向は,紙 パルプをは じめ,木 材糖化,リ グ二 ンその他木材物質の完全利用に指

向する化学工業の発達によって今後益々拡大されるものとみられ,従 来の用材概念は構造

材 と原料材に分け られる情勢にある.す なわち,構 造材は原則として木材をそのままの形

質で利用するものであ り,原 料材は木材組成物質を利用する特徴をもつ.し たがって林業

における林木の用途区分は,従 来の用材,薪 炭材の二本建から,構 造材,原 料材,燃 料材

の三本建の区分に移 り変っているといえよう.

また これら生産材の量的測定の尺度としては,従 来いずれの場合にもほとんど材積(容

積)単 位が用いられてきたが,近 年にいたってパルプ工場における原木量は,従 来の容積

検収から逐次重量検収に改められつつある.し たがって,将 来それぞれの用途に対応する

ため には,構 造材は容積,原 料材は重量,燃 料材は熱量を計量単位とすることも,本 質的

にみて考えられないことではない.

他方林木生産の段階においても,従 来はその目的生産物によって用材林 と薪炭林に分け

られているが,以 上のような需要構造の変革に対応するためには,生 産 目標によって構造

材生産林,原 料材生産林,燃 料材生産林に分別することが考え られる.こ の場合の量的測

定単位 も,目 的生産物に対応 して,そ れぞれ容積,重 量,熱 量を尺度 として用いることが

可能であれば,林 地生産力の判定上か らも合理的であろ う.い うまで もな く従来林木の量

的尺度は一般的に材積が用いられている.し かしその測定には,多 くの場合直径,樹 高な

どを測定 して間接的に材積を算定するもので,し ば しば材積表が使用せ られる.し たがっ

て林木の直径,樹 高に対応 して樹種ごとに全乾重量表または熱量表が作成できるならば,

材積算定の場合と同様,間 接的に重量 または熱量が算定できるはずである.さ らにこれ ら

の各単位を用いた林分収穫 表を作 りうるならば,そ れぞれの生産 目標にそう林地生産力判

定の尺度として利用することができ,林 木生産過程における容積,重 量,熱 量相互の関係

も明 らかにされるであろう.

著者は1954年 よ り森林経理学教室における基礎的研究の一環 として,測 樹学的側面か ら

林木生産構造の研究50・51・52'に着手 し,以 上にのべたような考え方の下に本研究を行な うに



いたったのである・しか しこの種の研究は,測 樹学的研究 と木材の理学的ないし化学的研

究との境界領域にまたがるため,従 来の研究文献がきわめて少な く,本 研究においても前

記の着想の一部を実証的に究明することができたに過ぎない.
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町村森林組合の関係各位に心か ら感謝の意を表するものである.ま た調査測定に御助力を

いただいた長正道,永 松謙一,百 野勇,緒 方一範,伊 藤正己,松 田道雄,長 谷川潔美,井

部栄昭の諸氏に深甚の謝意を表 したい.

第1章 序 説

1研 究の目的

林業経営の窮極的目標は林木生産を通 じて経済性を獲得するにあ り,こ れを達成するた

めの手段的目標 として目的生産物の選択が行なわれる.す なわち,経 営者は林業経営の形

態,規 模,環 境などに応 じて生産目標を選び,こ れに適合す る樹種,作 業法,伐 期令,施

業技術などを予定 して森林の持続的な組織化をはかるのである.こ のような森林経理の方

式から定型化された森林組織化の単位,い わゆる森林の施業単位が作業級または施業団で

あるが,現 実的にこの施業単位に課せ られた標準化の重要な要素は作業法の均一性であっ

て,樹 種,伐 期令などの均一性にはある程度の違いが許容せ られている.

しかるにわが国における近年の森林作業法は,国 土保全的ない し保健,観 光的使命の森

林を除 き,経 済林業に属する森林の大部分では皆伐作業法が用いられているのが現状であ

る.こ とに最近では,木 材需要の量的質的な変革に ともなう木材増産対策としての林種転

換が推進 され,皆 伐法による針葉樹の一斉的人工林化が急速に進展 し,択 伐法ない し漸伐

法による天然更新または混交林造成はほとんど影をひそめるにいたった.そ の適否は別と

して,こ のようなわが国の現実からみると,森 林組織化の単位を伐採種によって分別する

従来の作業法分類はこれを重視する意味が少な くな り,む しろ目的生産物による施業単位

の区分が重要 と考えられる.

これをわが国の用材林業についてみると,古 くは四谷丸太,吉 野の樽丸,飫肥 の弁甲材

などのように,そ の地域社会における需要 と自然的条件の必然性か ら,目 的生産物に指向

する生産技術が発達 し,ま た薪炭林についても黒炭の佐倉炭,白 炭の備長炭,茶 の湯用の

枝炭,鉄 工用の松炭などのように,そ の地域の自然条件 と社会的需要を反映して盛衰をた

どってきたものである.こ のような個々の生産物用途を目標 とする林業経営は,そ の後西

欧技術の輸入にともな う木材用途の多様化と交通の発達による流通経済圏の広域化などに

よって次第に変化を余儀なくせ られたが,木 材そのものを利用する用材と,熱 量を利用す

る薪炭材の区分は,現 在にいたるまで普遍的に林木生産の目標 として持続 され,森 林組織

化にあたって用材林と薪炭林に大別 されている.

しか し前述のごとく,今日 の木材需要および将来の需要動向か らみると需要構造 の変

革にともない,森 林からの目的生産物は構造材,原 料材および燃料材に分けられる.し た


